ハンドマイク演説参考例（２つの害悪に根本からメス入れる改革で閉塞感打開を）

１２年１月２８日　県政策宣伝センター
　●●のみなさん、こんにちは。日本共産党●●支部（後援会）です。この場所をお借りして、日本共産党の訴えをさせていただきます。よろしくお願いいたします。

　いま政治の閉塞感が強まっています。世論調査で８割の方が、政治が「悪くなっている」といっています。この閉塞感はどこからうまれているのでしょうか。

　０９年の政権交代で国民が民主党政権に求めたのは、何だったでしょうか。暮らしをよくしてほしい、普天間基地は撤去せよという願いでした。ところが、民主党政権はその願いを裏切り、公約とはまったく逆の消費税増税の大暴走です。
　政権交代しても政治は「変わっていない」。昨年の１２月２６日の朝日新聞の世論調査です。こうした政治の閉塞感の根っこにあるのが、異常な大企業中心の政治とアメリカいいなりの政治という「２つの害悪」です。

　たとえば、野田政権が「不退転の覚悟」で進めようとしている消費税大増税と社会保障大改悪の震源地は財界です。財界のセンター、日本経団連は昨年９月に発表した「成長戦略２０１１」で「消費税率について２０１５年度までに１０％」「２０２０年代半ばまでに、税率を１０％台後半に引き上げなければならない」と提言しました。同時に、いま４０％の法人実効税率を２５％まで引き下げるよう、あつかましい要求を突き付けています。
　野田首相は、組閣前に真っ先に日本経団連をはじめとする財界３団体を訪問するという財界べったりぶりです。１月１６日の民主党大会で来賓あいさつした日本経団連の米倉会長も、野田政権のＴＰＰや消費税増税など「一体改悪」へのとりくみを歓迎しました。
財界の要求をそのままいいなりのひどい野田政権です。
　ＴＰＰ交渉参加の問題でも国民より米国の顔色をうかがって進められています。日本農業に壊滅的打撃を与えるだけでなく、あらゆる国内制度にアメリカの経済ルールがもちこまれるー重大なＴＰＰ交渉への参加表明が、オバマ大統領にいい顔をしたいというアメリカいいなりという最悪の政治姿勢で進行しています。
　「対外的にはアメリカいいなり、国内的には財界いいなり。これだから混迷した政治になっている」と北海道のある町長さんが述べたように、この二つの害悪に根本からメスを入れる改革でこそ、閉塞感の打開がはかれます。

　日本共産党の志位和夫委員長は一月二十七日、衆議院本会議での代表質問で、このアメリカいいなり・財界中心という「二つの害悪」を断ち切る改革こそ必要だと力説しました。

　この点で、社会保障拡充と財政危機打開のために、三つの政策的な柱にもとづく民主的改革を提案しました。
　第一の柱はまず、巨大開発や原発推進予算、米軍「思いやり」予算、政党助成金などムダ遣いにメスを入れること。富裕層や大企業を優遇している不公平税制を見直し、応分の負担を求めます。
　第二の柱であるつぎの段階では、社会保障を抜本拡充するために国民全体で支えます。そのさい「応能負担」「累進課税」の原則に立った税制改正で財源を確保します。これに逆行する消費税増税はしません。
　第三の柱として、これらと同時並行で、「ルールある経済社会」に前進します。正社員が当たり前の社会をつくり、最低賃金を大幅に引き上げ、大企業にたまった２６０兆円にのぼる内部留保を社会に還流させ、内需主導の健全な経済成長をもたらします。
　閉塞状況を真に打開する民主的改革を提案する日本共産党を大きく強くしてください。
　日本共産党が発行している「しんぶん赤旗」は、「テレビや一般紙をみていても消費増税賛成の大合唱。おかしい」「大手マスコミが真実を伝えているとは思えない。『赤旗』を読んでみたい」とメールや電話で購読を申し込む方が相次いでいます。未来の希望を開く「しんぶん赤旗」をお読みください。日刊紙は３４００円、日曜版は８００円です。
　以上でこの場所からの宣伝を終わらせていただきます。ご静聴ありがとうございました。
